
 

ゼロカーボンシティ宣言 

～２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロに向けて～ 

 

 

 気候変動問題は世界規模での対応が求められており、地球上に生きる全ての生き物にと

って避けることのできない喫緊の課題です。我が国においても、近年は全国各地で集中豪

雨や台風の巨大化等による自然災害が頻繁に発生し激甚化が顕在となっております。 

こうした自然の猛威により、私たちの生命や財産の危機、さらに、自然環境や生態系への

悪影響など人類の生存基盤を根本から揺るがす「気候危機」と言うべき極めて深刻な問題

であります。 

 

こうした状況を踏まえ、２０１５年に合意されたパリ協定では「産業革命からの平均気

温上昇の幅を２℃未満とし、１．５℃に抑えるよう努力する」との目標が国際的に広く共

有されました。２０１８年に公表されたＩＰＣＣ（国連の気候変動に関する政府間パネル）

の特別報告書では、この目標の達成には「気温上昇を２℃よりリスクの低い１．５℃に抑

えるためには、２０５０年までに二酸化炭素の実質排出量をゼロにすることが必要」とさ

れております。また、この目標達成に向けては、小泉進次郎環境大臣より自治体での取り

組みの重要性と広がりへの期待が表明され、２０５０年までに二酸化炭素排出量の実質ゼ

ロへの参画が促されたところです。 

 

廃棄物と環境を考える協議会は、関東甲地域の４０団体（７３市町村）と民間事業者２

社で構成し、一般廃棄物の排出者、受入者、処分者の３者が協働して廃棄物の減量化と資

源化を促進し、循環型社会の構築と地球環境の保全を図ることを目的とし、これまでに温

室効果ガスの排出低減等、地球温暖化防止に大きく貢献してきたものと考えております。 

協議会ではこの機会を捉えて、趣旨に賛同する各構成自治体が地球的規模の環境保全につ

いて積極的に取り組み、２０５０年までに二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指すことを宣

言し、その実現に向けた取り組みを推進してまいります。 
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